













































































































































































































































































































































































































書第 1 巻』（1949年）第 4章B節参照。
（ 8）包括的所得概念を確立したことで知られるHenryC.
Simonsも，「収入（earnings）は似ているが、家族への義
務が異なる個人〔の間での〕」課税の公平の確保は重要であ
り，その見地から扶養控除を正当なものと理解した。See
HenryC.Simons,PERSONALINCOMETAXATION,at
137-141（1938）.
（ 9 ）基礎控除などを税額控除方式に転換すべきとの主張の背
後に，そのような前提があると指摘するものとして，吉村・
前掲注（ 2）52-53頁参照。
（10）限界税率の上昇という実質の顕出性（salience）が低く，
納税者が十分に反応しない可能性は考えられる。もっとも，
アメリカの連邦所得税のPEPは，税率表の改定を行うこと
が政治的に難しく，その代替として使われている側面が強
いと言われる。SeeSchenk,supra note5at277-278.
ような検討は，第 1の点でみたように，働き
方の選択の中立性の確保が，財源確保という
目的から，直接には関係しないはずの子育て
支援の充実と組み合わされた可能性があるこ
とを踏まえると，特に重要であるように思わ
れる。
Ⅴ おわりに
　本稿では，所得控除方式によった場合の逆
進的な税負担軽減の効果と個人所得税の累進
性とは必ずしも矛盾しない，との理解を前提
に，論点整理の議論や提言についてごく簡単
な検討を行った。所得控除方式の見直しを通
じて所得再分配機能を回復させる，あるいは，
働き方の選択の中立性の確保から生じた財源
で子育て支援の充実を図る，といった論点整
理の指針は，過去の政府税制調査会ではみら
れなかったもので，これまでの個人所得税の
あり方を大きく変化させる可能性を有するも
のであることは間違いがない。中間答申に際
しては，そのような指針がなぜ合理的である
のか，それが個人所得税全体と本当に整合す
るものであるのかが詳細に示されることが期
待される。
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（11）扶養親族を有していたり，高額な医療費支出があったり
する納税者は，他の納税者と比べて余暇が労働を代替する
効果が弱く，限界税率の上昇が労働供給の阻害要因となり
難い―したがって，すべての納税者を対象とするよりも効
率的である―ということはあり得るかもしれない。もっと
も，課税の公平に真向から反し，支持を得ることは困難で
あるように思われる。岡村忠生=渡辺徹也=髙橋祐介『ベー
シック税法〔第 7版〕』（有斐閣，2013年）14-17頁参照。
（12）ただし，これらも租税特別措置でないという議論もあり
得る。たとえば，中里実「所得控除制度の経済学的意義」
日税研論集52号91頁，115頁，118-120頁（2003年）参照。
（13）ただし，納税者の選択が寄附金支出などの原資を稼ぐか
否かである場合には，労働供給の阻害要因となる。この可
能性を指摘するものとして，see DanielShaviro,The
BucketandBuffettApproachestoRaisingTaxesonHigh-
Income,Canadian61TaxJournal425,427-428（2013）.
（14）夫婦を単位とした税負担の把握，ひいては所得の把握を
好ましいとするものとして，たとえば，佐藤英明「世帯単
位課税と配偶者控除―勤労配偶者控除の可能性を含めて」
税研30巻 3 号39頁（2014年）参照。なお，本稿著者としては，
所得の再分配に資するよう使い分けるべきと考える。詳し
くは，小塚真啓「家族の所得と租税:個人単位での所得の
把握か,それとも家族単位か」租税研究793号80頁（2015年）
を参照されたい。
